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第１章　保安意識の高揚

２．安全環境（社会情勢）
2.1 公共の安全確保の重要性
国内の高圧ガスに係わる事故で忘れてはならないのは、昭和48年にコンビナートで発生した一連の爆発・火災である。これらの事故は、当時、社会的な問題になったばかりでなく、「コンビナート等保安規則」が制定されるきっかけになった事故である。

第８章に、これらの事故事例を載せてあるので参照のこと。
2.2 事故・災害が事業に及ぼす影響

1)　企業の４重責任
産業災害に伴う企業の４重責任は「刑事責任」、「行政責任」、「民事責任」そして「社会的責任」である。
不幸にして、事業所において「工事中に爆発火災が発生して装置の一部が損傷する とともに、従業員と協力会社の社員が火傷を負う災害」が発生したと仮定しよう。
発災と同時に、自衛消防隊が出動し、119番通報を行う。間もなく、共同防災、救急車、公設消防隊が発災現場に到着して、負傷者の救助と消防活動が開始される。
このような災害が発生した場合、被災者の救助が終了し、火災が鎮火すると、先ず警察と労働基準監督官の災害調査が行われる。この調査は、警察官が、刑法第211条の「業務上の過失又は重過失による致死傷」ついて、労働基準監督官は、特別司法警察官として当該災害に｢刑事責任｣があるか否かについて捜査を行う。
また、労働安全衛生法、消防法、高圧ガス保安法等に基づき、装置の使用停止命令等の「行政責任」が問われることになる。
さらに、被災者または被災者の親族から火傷に伴う損害賠償請求の「民事責任」が生じ示談が開始される。円満に示談が進行しないときは、民事訴訟となる。
最近クローズアップされているのが、企業を取り巻く地域社会等に対する企業の「社会的責任」である。企業は、地域住民に何らかの迷惑をかけて存在しているものであるから、それなりの暗黙の合意が必要である。迷惑の限度を超えると問題が生じる。
最近の社会は、「安全・安定」を通り越して「安心」を指向してきている。産業災害も例外でない。原子力という特別な産業とはいえ、平成８年に発生した「高速増殖炉もんじゅ」のナトリウムの漏洩、平成９年に起きた茨城県東海村の動燃で発生した廃プルトニュームの処理施設での爆発火災は、地域住民への問題というより、国内の社会的問題に発展してしまった。企業の存在に対する迷惑度の限界は、明らかに低下しつつあることを認識することが肝要である。
コンビナートにおいても、平成７年に発生した某製油所の硫化水素漏洩事故では、「行政責任」、「刑事責任」はもとより、地域住民から非難を受け、装置を再稼働する条件として、類似災害の防止に関して地域住民への説明会の開催を余儀なくされた。

2)　安全配慮義務
「安全配慮義務」とは、「使用者の設置にかかる場所・施設もしくは器具等の設置管理、または使用者の指示の基に遂行する公務の管理であって、労働者の生命および健康等を危険から保護するよう配慮すべき義務」をいう。これは昭和50年２月25日、自衛隊八戸駐とん隊事件における最高裁判決である。
労働災害が発生した場合、以前のように「労災保険」があるからそれですむという時代ではなくなってきている。労働災害によって被った労働者の身体、生命、健康などの損害について、民事法上の請求権に基づいて事業者に対して賠償を請求する事案が増加している。示談あるいは裁判による解決金が高額化し、「１億円賠償時代」になりつつある。
賠償責任は、不法行為責任（事業者に故意や過失があった場合）のほかに、最近は前述した「安全配慮義務」違反の問題がある。
事業者は、労働者に対して労務の提供に対する賃金の支払いのみならず、労働者の身体、生命に生ずる危険から労働者を保護する義務を有している。法令に定められていなくとも、設備、環境、作業方法の危険に対して必要と考えられる措置をとっておかなければ、民事上の責任を免れることはできない。
事業者が、安全配慮義務に違反していないことの立証は、他の責任用件の立証の場合と異なり、事業者が行わなければならない。例えば、日常から作業に必要な安全教育を十分実施していたとか、作業時に使用していた機械・設備は安全に防護していた、作業指示は具体的に誤りなく行った等について、事業者が立証しなければならない。
その理由は、「安全配慮義務」を負うのは事業者であり、これを怠ったことは、債務不履行責任であるから、債務を履行したと主張するならば、債務者すなわち事業者が立証しなければならないということになる。
（この項「これからの安全管理」西島茂一著から抜粋）

2.3 労働災害のコスト
災害によって経営者が被る経済的損失を災害コストといい、特に、米国においては古くから関心が持たれてきた。
わが国の災害防止活動では、法規的、行政的、倫理的な要請が先行したためか、産業安全に対する経営的理解が乏しく、そのための数字的説明も米国ほど熱心ではない。
災害コストの計算法として、従来行われてきたものの骨組を説明する。

1)　ハインリッヒ方式
1930年、ハインリッヒは、その著書の中で労働災害によって生じた災害コストについての研究成果を発表した。
被災者に支払われた補償金額を「直接コスト」とし、これ以外の生産停止損失や財産損失などを「間接コスト」として調査した結果、労働災害によって企業の被る損失のうち、間接コストは直接コストの４倍にもなるということを発表している。
この直間比１：４は有名な話である。この比率が正しければ、災害コストの計算は楽であり、直接コストさえわかればその５倍が全コストとなる。
我国では、昭和20年代後半に災害コスト計算が盛んに行われたが、この比率をそのまま適用することは、甚だ疑問であるとされている。爆発、火災など設備被害が大きい場合を除き、一般的に直間比は1.15～1.5倍に収まるようである。

2)　シモンズ方式
その後、シモンズは、災害コストを「保険コスト」と「非保険コスト」に分けて算定する方式を提唱した。
シモンズの示した算定方式は、次のとおりである。
全コスト＝保険コスト＋非保険コスト
＝保険コスト＋Ａ×休業傷害件数＋Ｂ×通院傷害件数
＋Ｃ×救急手当傷害件数＋Ｄ×無傷害事故件数
この式の「保険コスト」は、労災保険料と補償に関連した諸経費をプラスした金額である。メリット制の適用を受ける会社では、メリットによる還付金を保険料から差し引いた金額としている。
「非保険コスト」を算出するために用いるＡ、Ｂ、ＣおよびＤは、傷害程度別の災害それぞれに対する非保険コストの平均額である。
シモンズのいう「非保険コスト」は次のようなものである。

(1) 被災者が労災補償を受けられず会社負担となる医療費および休業手当

(2) 監督者および関係労働者が災害のために仕事を中止した時間（救急処置、復旧、調査、労災事務など）に対する賃金コスト

(3) 設備および材料の修理、撤去、復旧のための純損失

(4) 被災者の職場復帰後の生産減少による賃金ロス

(5) 新規労働者の教育訓練中のコスト

(6) その他の特殊コスト

①訴訟関係費用
②賃借設備の賃借料
③契約解除による損害
④募集のために特別支出を必要とした場合の代替労働者募集経費
⑤新規労働者による機械損耗（特に著しい場合）
⑥延滞金
3)　日本における災害コスト算定
日本では、災害コストの要素や算定評価についての定説というべきものはない。
中央労働災害防止協会が発足後に、旧全安連（社団法人  全日本産業安全連合会）案を改正して発表した方式もあるが、あまり普及しなかったようである。
しかし、災害コストを算定すること自体は決してムダなことではない。算定に当たって対象とすべき要素については、表１－５に掲げるものが、現在まで普及している。

表１－５　災害コストの要素

	Ａ 法定補償コスト（保険支払分）
(1) 療養補償費（長期傷病補償の推算を含む）
(2) 休業補償費（保険による給付分）
(3) 障害補償費（年金を受ける場合は、推算した額）

(4) 遺族補償費（上に同じ）
(5) 葬祭料

Ａ＝∑[(1)～(5)]×[1+(15/115)]
Ｂ 法定補償コスト（自社負担分、休業４日未満の休業補償費）

Ｂ＝∑［休業４日未満の休業補償費 ］
Ｃ 法定補償以外の支出

(1) 各種見舞金、補償費（社則、協約）
(2) 退職金割増額
(3) 供物料、花環代等
(4) 社葬を行う場合の費用、または葬儀費補助の経費
(5) 入院中の者に対する法定療養補償以外の経費

(6) その他の法定補償以外の経費

Ｃ＝∑[(1)～(6)]
Ｄ 災害による人的損失
(1) 被害者による損失を必要とした経費

ａ 当日の労働時間損失

ｂ 休業期間中の労働時間損失
ｃ 通院その他による労働時間損失
(注) この場合賃金を支払った不働時間のみを計上する。
休業補償を給付した場合は重複させない。

(2) 被害者以外の者による損失
ａ 救助、連絡、介添等のための不働時間

ｂ 作業手待ちのための不働時間

ｃ 災害調査、対策、記録等のための不働時間

ｄ 災害復旧、整理等のための不働時間
ｅ 見舞、付添等のための不働時間
ｆ 混乱のため、見物、野次馬等のための不働時間

Ｄ＝平均賃金×［(1)＋(2)］
Ｅ 災害による物的損失

(1) 建物、設備等の損失

(2) 機械、器具、工具類の損失

(3) 原料、材料、仕掛品、製品等の損失

(4) 保護具等の損失

(5) 動力、燃料等の損失

(6) その他の動的損失

Ｅ＝∑[(1)～(6)]
Ｆ 生産損失
(1) 災害による生産減を回復するために余分に負担した経費

(2) 災害のために生産がストップし、または生産減を生じたこと

による販売利益の減少額

Ｆ＝(1)＋(2)
Ｇ 特殊損費

(1) 代替者の能力不足のために生ずるすべての賃金損失

(2) 被害者が職場に復帰後割高に支払われた賃金損失

(3) 災害処理のための旅費、通信費等

(4) 渉外応対費

(5) 訴訟およびその結果支払い

(6) 契約未遂行のための延滞金その他

(7) 労働者の新規採用費

(8) 新規採用者に対する余分な教育、訓練費など

(9) 災害のために起こった第２次以下の事故による損失

(10) 第３者に対する補償、見舞、謝礼等の経費

(11) 生産体制復興のための金融対策費および金利負担

(12) その他災害発生に伴う経営者の負担経費

Ｇ=∑[(1)～(12)]
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